
一1一

目 次

第1部 総 論 1

第1章 通信及び情報化の現況

第1節 昭和49年 度の通信の動向

1

1通 信の動向

1

2通 信事業の財務状況

1

3通 信関係施設の整備

9

4通 信関連産業の動向

13

5日 本経済における通信事業

15

第2節 情報化の動向

17

1全 体的動向

26

2地 域的動向

27

第2章 今 後におけ る基幹 メデ ィアの普及

33

第1節 基幹メディア普及の現状と将来

37

1基 幹 メデ ィア の普 及

37

2新 しい サ ー ビス の 開発

37

3将 来の動向

37

第2節 電話の完全普及

38

1電 話の未普及世帯

39

2農 林漁業地域における電話

39

3老 人及び身体障害者世帯における電話普及の動向

42

第3節 ラジオ放送の国際的混信の解消

50

1ラ ジオ放送と混信問題

53

53



2 目 次

2我 が国における混信の状況

3混 信をめ ぐる国際状況

54

4今 後の動向

5b

第4節 テレビジョン放送の難視聴解消

57

1テ レ ビジ ョ ン放 送 の 難 視聴

58

2辺 地難視聴

58

3都 市における受信障害

59

63

第2部 各 論 ●o ∈

第1章 郵 便 ・

第1節 概 況 ・

第2節 郵便の利用状況

69

69

1郵 便物数の動向

70

2大 口事業所の郵便利用状況

70

第3節 郵便事業の現状

73

1郵 便 局

76

2郵 便集配サービスと郵便集配施設

76

3郵 便輸送施設

79

4郵 便作業の機械化

85

5要 員

88

第4節 事業財政の現状

90

第5節 外 国 郵 便

91

1外 国郵便の利用状況

94

2外 国郵便サービスの現状

94

第2章 公衆電気通信

100

第1節 概 況

102

102



一3一

第2節 国内公衆電気通信の現状

1電 電公社業務

104

2右 線放洪雷話業務

104

第3節 国際公衆電気通信の現状

127

1国 際回線の現状

134

2サ ー ビス の 現状

134

3営 業所等設備

135

4要 員.

第4節 事業経営状況

146

147

1国 内公衆電気通信事業

147

2国 際公衆電気通信事業

147

156

第3章 自営電気通信 158

第1節 概 況

1無 線 通 信

158

2有 線電気通信

158

第2節 分野別利用状況

163

1警 察 用

166

2航 空保安用

166

3海 上保安用

168

4気 象 用

171

5防 災 用

175

6航 空運送事業用

176

7海 上運送事業用

180

8港 湾通信業務用

181

9漁 業 用

183

10新 聞 ・通 信用

184

11道 路管理用

188

189



4 目 次

12鉄 道事業用

13電 気 ・ガス ・水 道事 業用

189

14道 路運送事業用

192

15ア マ チ ュ ア業 務 用

195

16簡 易無線業務用

195

17そ の 他

196

197

第4章 デー タ通信

第1節 概 況

199

第2節 データ通信の制度的整備

199

1デ ータ通信回線使用契約に関する事項

200

2デ ータ通信設備使用契約に関する事項

200

第3節 データ通信回線の利用状況

201

1国 内データ通信回線

202

2国 際データ通信回線

202

第4節 データ通信システム

206

1デ ー タ通 信 シス テ ム の種 類

209

2オ ン ライ ン化 の 状 況

209

3国 内 デ ー タ通 信 シ ス テ ム

209

4国 際 デ ー タ通 信 シ ス テ ム

210

第5節 情報通信事業

216

1概 況

218

2電 電公社の情報通信事業

218

3国 際電電の情報通信事業

220

4民 間の情報通信事業

230

第5章 放送及び有線放送

230

第1節 概 況 ・

235

235



一5一

1放 送

2右 綿 放 洪

235

第2節 放 送

235

1放 送網の形成

2放 送 時 間

3放 送の受信状況

236

236

237

4テ レビジョン放送の難視聴解消

242

5放 送大学(仮 称)の 設置構想

6多 重 放 送

245

248

7国 際 放 送

249

8事 業経営状況

250

第3節 有 線 放 送

251

1有 線ラジオ放送

257

2有 線 テ レビ ジ ョン放 送

257

259

第6章 周波数の監理及び無線従事者 265

第1節 周波数の監理

1概 況

265

2周 波数分配

265

3周 波数割当

266

第2節 電波監視等

268

1電 波監視の内容

285

2電 波監視結果

285

3電 波障害の防止

285

第3節 無線従事者

289

1無 線従事者の種別

290

2無 線従事者国家試験施行状況

292

3免 許付与状況

292

292



6 目 次

4無 線従事者数

5学 校等の認定

294

6無 線従事者の養成課程の実施状況

295

295

第7章 技術及びシステムの研究開発

第1節 概 況

297

第2節 研究開発課題 とその状況

297

1宇 宙通信システム

299

2デ ー タ通 信 シス テ ム

299

3画 豫通信システム

307

4同 軸 ケ ー ブル 情 報 シ ステ ム(CCIS)

314

5電 磁波有効利用技術

317

6大 容量有線伝送方式

319

7基 礎技術及び研究

327

330

第8章 国際機関及び国際協力

第1節 国際 機 関

338

1概 況

338

2万 国郵便連合(UPU)

338

3国 際電気通信連合(ITU)

339

4国 際電気通信衛星機構i(INTELSAT)

341

5そ の他の国際機関

347

第2節 国際 協 力

350

1通 信分野における国際協力

357

2国 際協力の実績

357

3今 後の課題

358

376



一7一

図 表 目 次

第1部 総 論

(第1章)

第1-1-1図 国内通信 の動 向

第1-1-2図 国際通信の動 向

2

第1-1-3表 通 信 サ ー ビス の 生産 額

第1-1-4表 通信事業の収支状況

4

5

第1-1-5図 通信事業の収支率

10

第1-1-6表 通信事業の財務比率

11

第1-1-7表 通信関係設備投資額

12

第1-1-8表 通信機器受注実績額 の動向

14

第1-1-9表 通 信事業 の規模

16

第1-1-10図 通信事業生産額及び国民総生産の国際比 較

18

第1-1-11表 事業 部門別通信事業生産額 の国際比 較

19

第1-1-12表 産業別国内純 生産(要 素費用表示)

19

第1-1-13図 産業別就業 者1人 当た り国 内純生産

20

21

第1-1-14表 通信事業の付加価値率,有 形固定資産回転率及び労働 装備率…21

第1-1-15図 通信事業生産額の伸び と経済成長率 の推移

第1-1-16図 景気動向指数 と電気通信事業収入

23

第1-1-17表 家計におけ る通信情報関係支出

24

第1-1-18図 電 報 ・電 話 費 の 推 移

25

第1-1-19図 我が 国の情報化指数の推 移

26

第1-1-20図 情報化 パター ンの国際比 較

28

第1-1-21表 情報 化指数 の国際比較

29

第1-1-22表 我が国の情報 化指数

30

第1-1-23図 地方別 ・都道府県別 情報化指数

32

第1-1-24図 情 報 化 の パ ター ン

34

35

(第2章)

第1-2-1図 世 界主要 国の電話機数の推移

第1-2-2図 全国世帯の電話普及 の推移

39

第1-2-3図 接続有線放送電話端末設備数の推移

40

第1-2-4表 普通加入区域外 に公社電 話を設置す る場合の特別負担

45

46



一8 目 次

第1-2-5表 福祉電話設置状況

第1-2-6表 中波周波数 帯別 の外国電波に よる混信状況

53

第1-2-7表 辺地難視聴世帯数 の推移

bb

58

第1-2-8表NHK及 び民間放送の年度別 テ レビジ ョソ放送局(親 局 ●

中継局)設 置状況

第1-2-9表NHKの 年度別辺地共同受信施設設置状況…

60

61

第2部 } 論

:第1章)

第2-1-1表49年 度引受郵便物数

箆2-1-2図 産業 別大 口喜業所発牛割合

72

第2-1-3図 差 出物数段階別大 口事業所分布割合(全 国 ・全産業)

74

第2-1-4図 産業別大 口事業所差 出状況

74

第2-1-5図 産業別大 口事業所差 出物数構成割合

75

第2-1-6表 郵便局数の推移

76

第2-1-7表 郵便局普及状況 の推移

77

第2-1-8表 年度別普通郵便局局舎改善状況

78

第2-1-9表 郵便 ポス ト普及状況

78

第2-1-10表 郵便配達区画 の状況

79

第2-1-11図 諸外 国の郵便配津区画 の状況

80

第2-1-12表 郵便外務 員の交通事故件数

81

第2-1-13表 郵便集配作業用機動車 の配備状況

84

第2-1-14表 郵便輸送施設 の推移(1日 当た り延 べキ ロ程)

85

第2-1-15表 郵便 物数 と郵便業 務定 員の推移

86

第2-1-16表 郵便業務定 員の増 減状況

90

第2-1-17表 郵便 事業 の収支状況

91

第2-1-18表 郵政事業 の人件 費上昇率及び給与ベ ースの推移

92

第2-1-19図 年度別郵便物数,郵 便 業務収人及び郵便業務費の推移

93

第2-1-20表49年 度の外 国郵便物数

93

第2_1-21図 年庶別外国あて通常郵便 物数

95

第2-1-22図 年度別外国あて小包郵便物数

95

第2-1-23図 年度別外国来通常郵便物数

96

第2-1-24図 年度別外国来小包郵便物数

96

第2-1-25図 本邦発着外国郵便物の地域別構成

97

第2-1-26図 外 国通常郵便物種類別利用比

98

99



一9一

(第2章)

第2-2-1表 電報取扱局数の推移

第2-2-2図 電報通数の推移

105

第2-2-3図 加入電信加入数の推 移

105

第2-2-4図 一般加入電話加入数 と実質国民総 生産

106

第2-2-5図 電話機数の推移

107

第2-2-6図 電話機普及率の推移

108

第2-2-7表 加入電話等の推移

108

第2-2-8図 加入電話普及率の推 移

110

第2-2-9図 利用種別別加入電話数 の推移

110

第2-2-10i表 種類別公衆雷話数の推 移

111

第2-2-11図 船舶通話がで ぎる海域

112

第2-2-12図 船舶電話加入数等の推移

113

第2-2-13図 船舶電話の利用状況

113

第2-2-14表 列車公衆電話利用状況

114

第2-2-15表 附属装置等の推 移

115

第2-2-16図 テ レホ ンサ ー ビス の推 移

115

第2-2-17図 ダイ ヤル通話総 通話 回数

117

第2-2-18図1加 入1日 当 た り利 用 回数

118

第2-2-19表1加 入 当た り電話料金支払額

119

第2-2-20表 各国別通話料

119

第2-2-21図 専 用回線数 の推移(A～J規 格)

120

第2-2-22表 専 用 サ ー ビスー 覧 表

121

第2-2-23表 有線放送 電話施設数 の年度別状況

122

第2-2-24表 有線放送 電話 の地域別施設状況

127

第2-2-25表 有 線放送 電話 の規模別分布状況

128

第2-2-26表 有 線放送 電話端 末設備数等の推移

129

第2-2-27表 自動交 換方式有線放送電話施設数等の推移

130

第2-2-28表 有線放送電話の規模別放送時間

131

第2-2-29図 国際電 報 ・国際 加入電信 ・国際電話取扱数の推 移

132

第2-2-30図 国際電報 の業種別利用構成

136

第2-2-31図 国際電報の州別 分布

136

第2-2-32表 対外直通回線 の現況

136

第2-2-33表 対外直通回線設定状況

137

第2-2-34表 国際電報料金例(通 常電報1語 当た り料金)

138

139



一10一 ヨ 次

第2-2-35図 国際 加入電 信の業種別利 用構成

第2-2-36図 国際 加入電 信の州別分布

140

笛 フー2-37図 国際 雷話の業種別利 用構成

⊥4u

笛2-2-38図 国際 雷話の州別 分布

141

第2-2-39表 国際 電話料 金例(最 初の3分 までの料 金)

141

第2-2-40表 国際 テ レビジョソ伝送 の取扱地城

142

第2-2-41表 国際 通信の窓 口機 関

144

第2-2-42表 電電公社の事 業収 入の推移

146

第2-2-43表 電電公社の事業支 出の推 移

148

第2-2-44表 電電公社 の事 業収支 率

149

第2-2-45表 電電公社の貸借対照表

150

第2-2-46表 電電公社の固定資産の推 移

151

第2-2-47表 電電公社の負債の推 移

151

第2-2-48表 電電公社 の総資本におけ る固定資産 ・負債 の構成比 の推移

第2-2-49表 有線放送電話の規模別事業収支状況

152

152

第2-2-50表 国際電電 の収支状況の推移

153

第2-2-51表 国際電電 の貸借対照表

154

157

(第3章)

第2-3-1表 用途別固定局数

第2-3-2表 用途別船 舶局数

159

第2-3-3表 電信 ・電話別船 舶局数

160

第2-3-4表 聴守周波数

161

第2-3-5表 用途別陸上 移動業 務の無線局数

161

第2-3-6表 航空 保安 無線施設 の設置状況

162

第2-3-7表 海 上保安 庁用無線 局施設状況

170

172

第2-3-8表 第 三管区海 上保 安本部(横 浜)海 岸局の1日 平均通信取

扱状況

第2-3-9表 航行援助用無線局施設状況

173

第2-3-10表 防災行政無線局の開設状況

174

第2-3-11図 水防 ・道路用通信回線系統図

177

180

第2-3-12図 国際VHF無 線電話利用船舶数(国 籍別 ・東京湾各港別)… …183

第2-3-13表 東京 湾におけるポー トラジオの通信取扱状況

第2-3-14表 漁船 の船 舶局普 及状況

184

第2-3-15表 漁業用海 岸局の通信取扱状況

185

第2-3-16図 アマチ ュア局を運用 している者の年齢 層別 分布

187

196



一11一

(第4章)

第2-4-1表 国内 データ通信回線の利用状 況

第2-4-2図 国内特定通信回線の利用状 況

203

第2-4-3表 国内公衆通信 回線の利用状 況

204

第2-4-4図 相互接続に よるシステム構成 パ ター ン

205

第2-4-5表 国際 データ通信回線の利用状 況

206

第2-4-6図 伝送可能 ピッ ト数の増加状況

207

第2-4-7表 音声級 回線 の利用状況

207

第2-4-8表 年度別 オ ンライ ン化率

208

第2-4-9表 国内デー タ通信 システムの年度別 設置状況

210

第2-4-10表 国内 自営 システムの対象業務別設置状況(1)

211

第2-4-11表 国内 自営 システムの対象業務別設置状況(2)

212

第2-4-12表 国内 自営 システムの業種別設置状況

213

第2-4-13図 国内 自営 システムの国産機 ・外国機 別設置状況

214

第2-4-14表 国際 デー タ通信 システムの設置状況

215

第2-4-15表 国際 自営 システムの対象業務別設 置状況

216

第2-4-16表 国際 自営 システムの業種別設置状況

217

第2-4-17表 デー タ通信設備サ ー ビスの種類

218

第2-4-18表 販売在庫管理 システムサ ービスの提 供状況

220

第2-4-19図 サ ブセ ンタ方式 のシステム構成図

221

第2-4-20表 販売在庫管理 システムサ ー ビスの利用状況(総 括)

222

第2-4-21図 販売在庫管理 システムサ ー ビスの地域別利用状況

222

第2-4-22図 販売在庫管理 システ ムサ ー ビスの ユーザの業種別内訳

第2-4-23表 科学技術計算 システムサ ー ビスの提供状況

223

223

第2-4-24表 科学技術計 算 システ ムサ ー ビスの利用状況

225

第2-4-25図 科学技術計算 システ ムサ ー ビスの地域別利用状況

226

第2-4-26図 科学技術計算 システ ムサ ー ビスのユーザ の業種別内訳

第2-4-27表 電話計算サー ビスの提供状況

226

227

第2-4-28表 電話計算サ ービスの ライ ブラリー別利用状況

228

第2-4-29図 各種 システムサ ー ビスの年度別開始状況

228

第2-4-30表 各種 データ通信サ ービスの推移

229

第2-4-31表 各種 システムサ ー ピスの対象業 務別 内訳

229

第2-4-32表 民間の情報通信事業老の資本金か らみた企業規模

230

第2-4-33表 民間の情報通信事業者の従業員数 か らみた企業規模

231

231

第2-4-34表 民間の情報通信事業者の年間売上 高か らみた企業規模………232



一12一 目 次

第2-4-35表 民間の情報 通信 事業者のシステムのサー ビス別分類

第2-4-36表 民間の情報通信事 業者のサー ビス提供地域

第2-4-37表 民間の情報通信事 業者 のユーザ数別 システ ム数

第2-4-38表 民間 の情報通信事業者 の端末数別 システム数

(第5章)

第2-5-1表 放送局の設置状況

第2-5-2表NHKの 中波放送番組の放送事項別放送時間及び比 率

第2-5-3表NHKの 超短波放送番組の放送事項別放送時間及 び比率

第2-5-4表NHKの テ レビジョン放送番組 の放送事項別放送時 間及

び比 率

第2-5-5表 民間放送 の ラジオ放送 番組の放 送事 項別放送時間比率

第2-5-6表 民間放送の テレビジョン放送番組の放送事項別放送時間

比率

第2-5-7表 広告主 の産業種別放送時 間比 率

第2-5-8表 テ レビ ・ラジオ接 触者率 の変化

第2-5-9表 テ レビ ・ラジオ平均聴視時間量

第2-5-10表NHKの 受信契約 者数 の推移

第2-5-11図 高 層建築物等 に よる受信障 害概念 図

第2-5-12図 辺地共同受信施設概念図

第2-5-13表NHKの 年度別辺地難視聴解消措置状況

第2-5-14表 民間放送 の年度別中継局設置状況

第2-5-15表NHKの 損益計算書

第2-5-16表NHKの 事業収支(決 算額)の 推移

第2-5-17表NHKの 貸借対照表

第2-5-18表 国民総生産 とラジオ ・テ レビ収入 の推移

第2-5-19図 国民総生産 とラジオ ・テ レビ収 入の推移

第2-5-20表 民間放送事業者 の収支状況

第2-5-21表 都道府県別有線 ラジオ放送施設数

第2-5-22表 都道府県別有線 テ レビジ ョン放送施設数

第2-5-23表 運営主体別 ・規模別有線 テ レビジョン放送施設数

第2-5-24表 業務別有線 テ レビジ ョン放送施設数

第2-5-25表 再送信業務 の目的別施設数

(第6章)

第2-6-1図 電 磁 波 の スベ ク トラ ム

233

233

234

234

238

239

239

240

241

242

243

244

244

245

246

247

247

247

251

252

253

254

256

256

258

260

262

262

263

265



一13一

第2-6-2図 無線局に対す る割当周 波数 の推移

第2-6-3表 固定業務用の周 波数分 配状況

269

第2-6-4表 放送業務用の周 波数分配状況

270

第2-6-5図 短波放送用周波数登録 の年度別推移(全 世界)

272

第2-。-6表VHF帯 及びUHF帯 陸上移動業務用の周波数の数

273

第2-。-7表 海上移動業 務用 の周波数分配状況

274

第2-6-8表 短波帯海上 移動業 務用 の用途別周波数 分配状況

275

第2-6-9表 航空 移動業 務用 の周波数分配状況

276

第2-6-10表 無線測位業務用 の周波数分配状況

277

279

第2-6-11表 気象援助,ア マチュア及び標準周 波数 の各業務用の周波

数分配状況

第2-6-12表 電波 天文業務用の周波数 分配状況

第2-6-13表 国際周波数登録状況

第2-6-14表 電 波 の監 査 状 況 ・

第2-6-15表 周波数帯別調査件数

第2-6-16表 不法無線局の摘発状況

第2-6-17表 電波の発射状況調査及び利用状況調査実施状 況

第2-6-18表 電波障 害原 因別処理件数

第2-6-19表 無線従事者国家試験施行状況

第2-6-20表 無線従事者資格別免許付与数

第2-6-21表 無線従事者数

280

283

284

≧86

286

287

288

289

290

293

第2-6-22表 認定学校等一覧表

294

第2-6-23表 無線従事者 の養成課程の実 施状況

295

296

(第7章)

第2-7-1表 電電公社提 供のデー タ伝送 回線(専 用線)

第2-7-2図 テレビジョン多重放送 の方式

311

324

(第8章)

第2-8-1表 イ ンテルサ ッ トに対す る理事の出資率

第2-8-2表 イ ンテルサ ッ ト衛星 の使用状況

348

第2-8-3表49年 度 の電気通信専門家派遣 実績

350

第2-8-4表49年 度 の電波 ・放送専門家派遣実績

365

第2-8-5表49年 度 までの電気通信関係開発調査 実績

367

第2-8-6表49年 度 まで の電波 ・放送関係開発調査実績

368

第2-8-7表 海外電 気通信訓練 ・研究セ ンタの概況

372

第2-8-8表 通信分野におけ る円借款一覧表

374

378





昭和50年 度通信白書の発表に当た って

現在,郵 便,電 話,ラ ジオ,テ レビジ 。ン等は,国 民生活 のすみず

みに まで普及 し,も はや 国民の 日常生活に欠 くことので きない ものと

なって きました。 また,こ れ らが広 く日本経済 の発展に大 きな役割 を

果 たしてきた ことはい うまで もあ りません。

このよ うに我が国の通信が順調に発展 して きたのは,通 信に対す る

お う盛な需 要の存在 とこれに対応 して きた各通信事業体の活発な研究

開発な どの努力によるものといえ まし ょう。そ して この傾向は現在 も

とどまることな く続いてお り,電 話,テ レビジ ョンの広範 な普及 とデ

ー タ通信 ,CATV,宇 宙 通信等 の新 しい メデ ィアの発達 は,社 会生活

をます ます 多彩 なものとし,我 が国の情報化 の進展 に大 ぎな役割 を果

たす もの と思われ ます。特 に,現 在では電話,テ レビジ ・ンはおおむ

ね全国に普及 し,地 理的原因等に よりこれ らの利便 を享 受で きない一

部の人 々に対す る問題が残 され るのみ とな ってお ります。

本年度 の白書では,以 上の ような観点か ら,49年 度 におけ る通信全

般の動 きと郵政省 の行 った施策 を述べ るとともに,郵 便,電 話,放 送

等基幹的な通信 メデ ィアの現状 と今後 の問題について述べ て お り ま

す。

この白書に よって,国 民 の皆様が我が国の通信 に関す る諸問題 と当

省の施策について,一 層御理解を深めていただければ幸いです。

昭和50年12月

郵政大臣 村 上 勇




